
2002年度から07年度に決定した負担増・給付減を「家計調査年報」、政府提出試算などより集計し、実施年ごとに作成。
実施が数年にわたるものは、均等割している。 【2013 年 4月 2日　予算委員会　日本共産党　佐々木憲昭　パネル ・配付資料 1】

小泉 「改革」 による　負担増 ・給付減小泉 「改革」 による　負担増 ・給付減
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生活保護の母子加算 （15 歳以下） の廃止 （～ 09 年）

定率減税の廃止

後期高齢者医療制度の創設

老人医療の

窓口負担増

失業給付額の削減など

年金減額

健保窓口負担 3割化、

介護保険料の引上げ

たばこ税の増税など

生活保護の老齢加算の廃止 （～ 06 年）

厚生年金保険料引上げ （以後毎年）

消費税の免税点引下げ、

所得税の配偶者特別控除の廃止

生活保護の母子加算 （16 歳以上） の廃止 （～ 07 年）

国民年金保険料引上げ （以後毎年）

介護保険ホテルコスト導入

住民税の配偶者特別控除の廃止、

所得税の高齢者増税

年金減額

介護保険料の引上げ、

老人医療の負担増、

障害者の自己負担引上げ

定率減税の半減、

住民税の高齢者増税、

たばこ税の増税など


